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（ 単 位 ： 百万円 ）

（ 単位未満四捨五入表示）

金 額 金 額

67,804            116,279          

現 金 及 び 預 金 3,424              電 子 記 録 債 務 3,382              

受 取 手 形 6,650              関 係 会 社 借 入 金 38,739            

電 子 記 録 債 権 10,339            買 掛 金 37,438            

売 掛 金 29,278            未 払 金 19,968            

商 品 14,303            未 払 費 用 6,626              

仕 掛 品 1,465              未 払 法 人 税 等 2,116              

前 払 費 用 150                預 り 金 6,212              

そ の 他 の 流 動 資 産 2,301              リ ー ス 債 務 96                  

貸 倒 引 当 金 △ 106            契 約 負 債 1,438              

そ の 他 の 流 動 負 債 265                

固　定　資　産 120,430          

111,036          

賃 貸 用 営 業 資 産 90,506            固　定　負　債 36,853            

建 物 9,223              長 期 未 払 金 30,790            

構 築 物 2,410              退 職 給 付 引 当 金 3,235              

機 械 装 置 1,290              リ ー ス 債 務 1,060              

車 両 運 搬 具 87                  契 約 負 債 1,407              

工 具 器 具 備 品 491                そ の 他 の 固 定 負 債 361                

土 地 4,150              

リ ー ス 資 産 979                

建 設 仮 勘 定 1,900              153,133          

4,092              

ソ フ ト ウ ェ ア 3,907              株　主　資　本 35,102            

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 111                5,000              

その他の無形固定資産 73                  30                  

5,302              資本準備金 30                  

投 資 有 価 証 券 710                30,072            

関 係 会 社 株 式 121                利益準備金 1,220              

前 払 年 金 費 用 206                その他利益剰余金 28,852            

破 産 更 生 債 権 等 15                  圧 縮 記 帳 積 立 金 56                  

敷 金 ・ 保 証 金 994                繰 越 利 益 剰 余 金 28,796            

繰 延 税 金 資 産 2,691              

そ の 他 の 投 資 576                

貸 倒 引 当 金 △ 10              35,102            

188,235          188,235          

貸 借 対 照 表
（2023年3月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 科 目

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

流　動　資　産 流　動　負　債

有　形　固　定　資　産

負 債 合 計

無　形　固　定　資　産 純 資 産 の 部

資　本　金

投 資 そ の 他 の 資 産

資本剰余金

利益剰余金

純 資 産 合 計



（ 単 位 ： 百万円 ）
（ 単位未満四捨五入表示）

売上収益 225,481

売上原価 183,854

売上総利益 41,627

販売費及び一般管理費 33,027

営業利益 8,599

営業外収益

受取利息及び配当金 12

保険金収入 62

その他 129 202

営業外費用

支払利息 177

固定資産処分損 157

支払手数料 141

その他 266 741

経常利益 8,061

特別利益

投資有価証券売却益 294 294

特別損失

減損損失 342

企業年金制度改定による損失 3,670 4,012

税引前当期純利益 4,343

法人税、住民税及び事業税 2,817

法人税等調整額 △ 1,279 1,538

当期純利益 2,805

損 益 計 算 書

（自　2022年4月1日　至　2023年3月31日）

科 目 金 額



記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

1 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 ： 個別法に基づく原価法(部品については移動平均法に基づく原価法)

仕掛品 ： 個別法に基づく原価法

② 有価証券の評価基準及び評価方法

関連会社株式 ： 移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等 ： 移動平均法に基づく原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く） ： 定額法

② 無形固定資産（リース資産を除く）　 ： 定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産

 所有者移転外ファイナンス・リース ： リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法

取引に係るリース資産

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 ：

② 退職給付引当金 ：

(4) 収益の計上基準

 

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　グループ通算制度を適用しております。

　当社は建設機械及びこれらに関連する機械器具並びに部品等の製品販売、サービス（修理）、レンタル（建設機械等の
賃貸・リース）を主な事業としております。
　製品の販売については、当該製品の引渡し時において製品に対する支配が顧客に移転するため、引渡し時点で収益を
認識しております。なお、海外出荷の場合は本船渡し時点において当社の履行義務が充足されるため、当該時点で収益
を認識しております。また、サービス売上については役務提供が完了した時点で収益を認識し、レンタル売上については、
一定のレンタル期間にわたり履行義務が充足されるにつれて収益を認識しております。

個  　  　別  　　  注  　 　 記 　  　 表

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下の通りです。
　イ．退職給付見込み額の期間帰属方法
　　　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度まで
　　　の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
　　　ます。
　ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の処理方法
　　　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業
　　　員の平均残存勤務年数による定額法によって按分した金額をそれ
　　　ぞれの発生の翌事業年度から費用処理しております。
　　　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務
　　　年数による定額法により費用処理しております。

（いずれも貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）



2 会計方針の変更に関する注記

(1) 時価の算定に関する会計基準の適用指針

3 貸借対照表等に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 98,599 百万円

(2) 保証債務等

従業員の金融機関からの借入に対する保証 0 百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 346 百万円

短期金銭債務 33,282 百万円

(4) 債権流動化による譲渡残高

受取手形 2,533 百万円

売掛金 17,785 百万円

(5) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

賃貸用営業資産 64,416 百万円

② 担保に係る債務

未払金 17,650 百万円

長期未払金 30,790 百万円

4 損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

営業取引

売上収益 1,555 百万円

仕入高 115,746 百万円

販売費及び一般管理費 6,427 百万円

101 百万円

5 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 275,703 株

(2) 配当に関する事項

①配当金支払額

　2022年6月21日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　・普通株式の配当に関する事項

配当金支払額

配当金の総額 2,592 百万円

１株当たりの配当額 9,400 円

基準日 2022年3月31日

効力発生日 2022年6月30日

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会計基
準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱い
に従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。これによ
る計算書類への影響はありません。

営業取引以外の取引による取引高の総額



②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　2023年6月22日開催の定時株主総会において、次のとおり付議する予定となっております。

　　・普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 5,183 百万円

１株当たりの配当額 18,800 円

基準日 2023年3月31日

効力発生日 2023年6月30日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

6 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

7 リースにより使用する固定資産に関する注記

8 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　

（＊１）受取手形及び電子記録債権、売掛金に対する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（＊２）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。

　当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処
理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年8月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又
はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金の調達は日立建機（株）のキャッシュ・マネジメント・シ
ステム（以下ＣＭＳと言う）制度により、親会社である日立建機（株）にて一元的に管理をしております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図っております。

　2023年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
                                                                                                                                (単位：百万円)

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、賃貸用営業資産・事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス・
リース契約により使用しております。

　繰延税金資産の発生の主な原因は、未払社会保険料・未払賞与・未払事業税・退職給付引当金、固定資産の減価償却
費であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、前払年金費用・圧縮記帳積立金であります。

　ＣＭＳ制度を利用した借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であります。また未払金、長
期未払金は、事業運営上必要な賃貸用営業資産を購入するためのものであり資金調達に係る流動性リスクを負っておりま
すが、上記ＣＭＳ制度により、リスクの低減を図っております。

（1）　現金及び預金 3,424 3,424 -
（2）　受取手形及び電子記録債権 16,990 - -
　　　　貸倒引当金（＊１） △ 11 - -
　　　　受取手形及び電子記録債権（純額） 16,979 16,979 -
（3）　売掛金及び破産更正債権等 29,292 - -
　　　　貸倒引当金（＊１） △ 68 - -
　　　　売掛金及び破産更正債権等（純額） 29,225 29,225 -
（4）　関係会社借入金 (38,739) (38,739) -
（5）　電子記録債務 (3,382) (3,382) -
（6）　買掛金 (37,438) (37,438) -
（7）　未払金 (19,968) (19,968) -
（8）　預り金 (6,212) (6,212) -
（9）　長期未払金 (30,790) (31,681) △ 891

差   額
貸借対照表計上額

（*２）
時 　　価

（*２）



(注1) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

（9）長期未払金

(注2) 市場価格のない株式等

9 関連当事者との取引に関する注記

(1)親会社及び法人主要株主等 (単位:百万円)

(2)兄弟会社等 (単位:百万円)

 取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1)

(注2)

(注3)

10 １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 127,317円63銭

(2) １株当たり当期純利益 10,174円 31銭

11 重要な後発事象に関する注記

該当事項はございません

12 その他の注記

(1) 退職給付制度の改訂

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び電子記録債権、(3)売掛金、（4）関係会社借入金、（5）電子記録債務、（6）買掛
金、（7）未払金、(8)預り金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。

長期未払金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の契約を行なった場合に想定される利率で割り
引いた現在価値により算定する方法によっております。

非上場株式（貸借対照表計上額831百万円）は、上記の表には含めておりません。

取引価格及び取引条件については、市場価格及び市場金利を勘案し交渉の上決定しております。

当社はＣＭＳを導入していますが、ＣＭＳ を用いた資金取引について取引の内容ごとに取引金額を集計することは
実務上困難であるため、便宜上期首と期末の差額を取引金額としています。

取引金額については消費税等を除いて表示しており、期末残高は消費税等を含めて表示しております。

　当社は、2023年３月１日に、日立建機企業年金基金の年金制度の加入者を対象に、リスク分担型企業年金 制度を導入
しました。当該制度は、標準掛金相当額の他に、リスク対応掛金相当額があらかじめ規約に定められており、毎期における
リスク分担型企業年金の財政状況に応じて給付額が増減し、年金財政上の均衡が図られることとなります。
　退職給付に係る会計処理において、リスク分担型企業年金のうち、企業の拠出義務が規約に定められた掛金の拠出に
限定され、企業が当該掛金相当額の他に、追加掛金の拠出義務を実質的に負っていないものは確定拠出制度に分類さ
れます。当社が導入したリスク分担型企業年金制度は追加掛金の拠出義務を実質的に負っておらず、確定拠出制度に分
類されることから、当社は「リスク分担型企業年金の会計処理等に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第33号　平成28
年12月16日）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号　平成19年２
月７日）を適用し、制度移行した部分に係る退職給付債務とその減少分相当額に係る当該制度に移行した資産の見込額
との差額、移行した部分に係る未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異の合計額3,670百万円を、企業年金
制度改定による損失として計上しています。

議決権の
被所有割合

関連当事者との
関係

取引の内容 取引金額（注3） 科目 期末残高（注3）

販売用製品
の仕入等(注1)

129,493 買掛金 33,013

資金の借入等
（注2）

8,615 関係会社借入金 38,739

利息の支払 101 その他の流動資産 210

100%
建設機械等の仕入
及び資金の貸借

役員の兼任

属性 会社等の名称

親会社 日立建機（株）

議決権の
所有割合

関連当事者との
関係

取引の内容 取引金額（注3） 科目 期末残高（注3）

-
建設機械等

の販売
製品の販売（注１） 18,868 売掛金 4,739

親会社の
子会社

日立建機リーシング（株）

属性 会社等の名称


